
＜参考資料１＞ 環境保全型農業直接支払制度の概要

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全
等に効果の高い営農活動（活動の実施に伴う追加的コストを支援）

（レンゲ）

取組
交付単価

（円/10a）

カバークロ ップ 6,000

4,400
有機農業 12,000 

（ そば等雑穀・飼料作物） 3,000

（ うち、小麦・ 大麦等）

5,000

不耕起播種 3,000

長期 中干 し 800

秋耕 800

支援の対象者

対象となる農業生産活動

支援対象となる取組（例）

生物多様性保全等に効果の高い営農活動

支援対象となる取組（例）

地球温暖化防止に効果の高い営農活動

（堆肥散布）

交付単価

〔負担割合〕
国：１／２、道：１／４、市町村：１／４
【全国共通取組】

【地域特認取組（北海道）】

農業者の組織する団体、一定の条件を満たす農業者等 （国際水準GAPの取組が要件）

カバークロップ 堆肥の施用

５割低減の取組の前後のい
ずれかにカバークロップの
作付けをする取組

化学肥料・化学合成農
薬を使用しない取組

有機農業

交付単価
（円/10a）

フェロモントラ ップ と 耕種的
防除を組み 合わ せ た害 虫 6,000

4,000

全国共通取組

冬期湛水管理

５割低減の取組の前後のい
ずれかに炭素貯効果の高い
(C/N比が10以上)堆肥を施
用する取組

５割低減の取組の前後のい
ずれかの冬期間に水田に水
を張る取組

土壌中に炭素を貯留し地球温暖化防止に貢献 様々な生物を地域で育み生物多様性保全等に貢献

全国共通取組 全国共通取組 地域特認取組

※申請額の全国合計が予算額を上回った場合、
交付額が減額されることがある。

〔令和３年度版〕

注）

注）土壌診断を実施するとともに、堆肥の施用、カバークロｯプ、
リビングマルチ、草生栽培のいずれかを実施。

○ 「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、有機農業など地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高
い営農活動に対して支援する制度。

○ 有機農業の取組については、第１期の交付単価8,000円/10aから、第２期では12,000円/10a に増額。（炭素貯留効果の高い有機
農業を実施する場合に限り、2,000円を加算）

２５



うち うち うち

有機農業 有機農業 有機農業

空　　　　知
19 22.6 12 18.8 3,587 19.0 191 10.1 217,228 19.3 23,609 12.3

石　　　　狩
6 7.1 6 9.3 1,360 7.2 139 7.4 81,746 7.3 15,625 8.2

後　　　　志
6 7.1 6 9.3 412 2.2 51 2.7 27,538 2.4 6,151 3.2

胆　　　　振
4 4.8 4 6.3 421 2.2 50 2.7 25,534 2.3 6,588 3.4

日　　　　高
4 4.8 0 0.0 115 0.6 0 0.0 5,189 0.5 0 0.0

渡　　　　島
3 3.5 3 4.7 71 0.4 70 3.7 8,446 0.7 8,342 4.4

檜　　　　山
2 2.4 2 3.1 78 0.4 29 1.5 5,564 0.5 3,037 1.6

上　　　　川
15 17.9 12 18.8 4,960 26.2 670 35.6 308,022 27.3 65,879 34.4

留　　　　萌
2 2.4 0 0.0 177 0.9 0 0.0 10,640 0.9 0 0.0

オホーツク
8 9.5 7 10.9 774 4.1 178 9.5 53,935 4.8 21,029 11.0

十　　　　勝
15 17.9 12 18.8 6,955 36.8 504 26.8 382,685 34.0 41,345 21.5

合　　　　計
84 100.0 64 100.0 18,910 100.0 1,882 100.0 1,126,527 100.0 191,605 100.0

全体 割合（％） 割合（％）

市町村数 交付対象面積(ha) 交付金額(千円)

全体 割合（％） 割合（％） 全体 割合（％） 割合（％）

＜参考資料2＞ 環境保全型農業直接支払制度の取組状況

○ 環境保全型農業直接支払交付金の実施市町村（令和２年度）は84市町村。うち有機農業を実施している市町村は64市町村

○ 交付対象面積は、18,910ha、交付金額11億2,653万円。うち有機農業は1,882ha、交付金額1億9,161万円。

２６
※北海道農政部調べ



＜参考資料３＞ 新たな有機農業の推進に関する基本的な方針（法第6条）

２７



＜参考資料４－１＞ みどりの食料システム戦略の概要

２８



＜参考資料４－２＞ みどりの食料システム戦略 参考資料44ページ

２９


